くまもと里モンプロジェクト推進事業（活動団体支援）実施要領

（目的）

第１条　稼げる農林水産業に加え、農林水産業や農山漁村の多面性を発揮するため、「美しい景観の保全、創造」、「文化・コミュニティの維持、創造」、「地域資源を活用した内発的産業の創造」といった観点から、幅広い取組を進め、持続可能な農山漁村を目指す「くまもと里モンプロジェクト」に取り組むものとし、事業の趣旨に沿った地域における多彩な活動の立ち上げを支援する。
（事業の実施）

第２条　本事業の実施については、熊本県補助金等交付規則（昭和５６年熊本県規則第３４号。以下「規則」という。）及び熊本県農林水産業振興補助金等交付要項（平成２４年４月１日施行。以下「要項」という。）に定めるもののほか、この要領に定める。

（対象地域）

第３条　この要領に基づき交付する補助金（以下「補助金」という。）の対象となる取組は、都市計画法に定める市街化区域以外の地域において行われるものに限る。

（補助対象事業）

第４条　補助対象事業は、別表に掲げるテーマに寄与する取組とする。

２　前項の補助対象事業は、次の各号のすべてに該当する事業とする。

（１）原則として国又は県から他の補助金等を受けない事業であること。

（２）事業実施者にとって新規事業であること。

（３）事業の主要な部分を他に委託する事業でないこと。ただし、高度な専門性が必要などの合理的な理由がある場合はこの限りでない。

（４）補助対象事業終了後も継続して取り組む仕組みや体制が考えられており、一過性のものでないこと。

（５）地域課題や住民ニーズに対応し、地域を巻き込んだ取組で、地域への波及効果が見込めること。

３　次の各号に関する取組を優先採択する。

（１）初めて本事業を申請する者の取組

（２）中山間農業モデル地区支援事業実施要領に定めるモデル地区農業ビジョンに位置付けられた取組
（事業実施者等）

第５条　補助対象事業の実施者（以下「事業実施者」という。）は、次に掲げる者とする。

（１）任意の活動組織、ＮＰＯ法人、各種団体等

（２）市町村

２　前項第１号については、次の条件をすべて満たすものとする。

（１）熊本県内に事務所等を有し、熊本県内で活動していること。

（２）補助対象事業を遂行できる組織体制を有していること。

（３）宗教活動や政治活動を目的とした団体でないこと。

（４）特定の公職者（候補者を含む。）又は政党を推薦、支持、反対することを目的とした団体でないこと。

（５）暴力団又は暴力団の統制下にある団体でないこと。

（６）各種団体等の「等」には個人も含まれるが、個人の場合は、取組の成果が個人の利益に帰結するものでないこと。

３　市町村は、第５条第１項第１号に係る事業実施について、指導・助言を行うこととする。
（補助対象経費）

第６条　補助対象経費は、補助対象事業に要する経費とする。

２　補助対象外経費は、次のとおりとする。

（１）事業実施者である団体等の組織や施設、土地の維持管理に要する経費

（２）飲食に要する経費（茶類等は除く。）

（３）出資、出捐、貸付に要する経費

（４）土地の取得、補償に要する経費

（５）施設整備又は１件１０万円以上の機械等購入に要する経費（特別な事情により合理的な理由がある場合を除く。）

（６）共同作業の従事者に対する日当等の金銭的給付を行う場合、１人１日当たり２千円を超えるもの

（７）宗教活動や政治活動に関する経費
（８）その他知事が不適当と認める経費

３　補助対象事業に入場料、出展料、参加料、売上金、その他の事業収入がある場合は、補助対象経費から当該収入額を控除するものとする。

（補助金の上限額）

第７条　補助金は、５００千円を上限とした所要額を交付する。

（事業実施計画の承認申請等）

第８条　本事業は、要項第３条ただし書きに定める知事が必要ないと認めた補助事業とする。

（交付申請）

第９条　要項第６条第２項第１号の事業計画書は、別記第１号様式によるものとする。

２　事業実施主体が第５条第１項第１号に定める者である場合、交付申請は所在地の市町村長を経由するものとする。

３　市町村長は、提出又は作成した補助金交付申請書に、実施主体や取組内容の適否を記載した意見書等（別記第２号様式）を添えて知事に提出しなければならない。

（変更申請）

第１０条　要項第８条第１項の変更事由は、次のとおりとする。

（１）補助対象事業の主要部分の変更

（２）事業費の３割を超える増減

（３）その他知事が必要と認める事項

２　事業実施主体が第５条第１項第１号に定める者である場合、変更申請は所在地の市町村長を経由するものとする。

３　市町村長は、提出または作成した補助金変更申請書に、実施主体や取組内容の適否を記載した意見書等（別記第２号様式）を添えて知事に提出しなければならない。

（状況報告）

第１１条　要項第１２条第２項の報告期限は、別に定める。

（実績報告）

第１２条　要項第１３条第２項第１号の事業実績書は、別記第３号様式によるものとする。

２　実績報告には、次の書類を添付するものとする。

（１）事業の実施状況が確認できる写真

（２）領収書等支出を証する書面の写し

（３）その他必要に応じて知事が求める書類

３　事業実施主体が第５条第１項第１号に定める者である場合、実績報告は所在地の市町村長を経由するものとする。

４　要項第１３条第３項の提出期限は、事業完了の日から１か月を経過した日又は３月３１日のいずれか早い日とする。

（財産の処分の制限）

第１３条　規則第２１条第２項に規定する事業により取得した財産の処分の制限期間は、農林畜水産業関係補助金等交付規則（昭和３１年農林省令第１８号）第５条に定める期間とする。

（情報公開）

第１４条　本事業による補助を受けて実施する取組については、本プロジェクトの趣旨を踏まえ、公開とする。

（雑則）

第１５条　この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。

　　附　則

　この要領は、平成２５年６月４日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。

　　附　則

　この要領は、平成２５年９月４日から施行する。

　　附　則

　この要領は、平成２６年４月１日から施行する。

　　附　則

　この要領は、平成２８年１０月４日から施行する。
　　附　則

　この要領は、平成２９年４月３日から施行する。
附　則

　この要領は、平成３０年４月１日から施行する。

